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I. はじめに
三中全会以後の農業生産責任制の実施は，農業生産力を一定水準まで増大さ
せた。これは何よりもこれまでの農業が集団に依拠し，「以糧為綱」（食糧を要と
する，すなわち食糧生産第一主義を意味する）のもと農業の多角経営を禁止してきた
ことに対し，農民を解放し，増産すればするだけ農民の取り分を多くし，農民
の農業生産に対する意欲を高めたことに他ならない。しかしながら，今後さら
に生産力を増大させるためには農民の生産意欲をさらに高め• そのためにも相
当の資金を農業に投資しなければならない。ところが，多くの農村ではこの点
はなおざりにされているといわなければならないD。
1)拙稿「中国農業の現状と問題点ー農村の変革と発展戦略ー」「社会主義経済研究』第
9号， 1987年を参照されたい。
71 
364 閥西大學「紐清論集』第37巻第4号 (1987年1月）
また，現在の農村経済が発展し活性化した要因は，農業よりも生産額が大き
く，利潤も多く，比較的資金の回収効率のよい郷鎮企業に依存していることに
ある。この背景には耕地面積が少なく，人口が多い農村において，出来るだけ
多くの農村労働力を農業から切り離し，農業における労働生産性を上昇させる
とともに，郷鎮企業等での農外収入を増やして農民経済を豊にするということ
がある。本稿では，このように描かれている農村発展戦略が，現実の農村にお
いていかに実施されているのかを考察の対象としている。
今回，訪問した福建省泉州市浮橋鎮とその 1村である霞州村，現.-泉州市管
轄となった晋江県陳壊鎮は後述するごとく郷鎮企業がかなり発達した地域であ
，り，その背景にはこの地方出身の華僑の投資がある。すなわち，泉州市鯉城区
は僑郷（華僑の故郷）であり， 国内においては帰国華僑とその親戚が11万余人，
国外華僑・華人が22万人，香港・マカオ同胞が 6万余人おり，台湾人の故郷で
もあることで知られている2)。 また，晋江県は中国の中でも最も有名な僑郷の
1つであり， 海外華僑は約 110万人に達し．， そのうち香港・マカオ同胞は 30
余万人である。国内の華僑の家族・親戚は 4万 5,200戸， 26万4,200人を有す
る3)。祖籍を泉州市（かつての晋江地区）に持つ華僑は300余万人に達し，これは
福建全省の過半数以上を占めている 4)。 それゆえ，泉州市や晋江県は華僑の投
資による工業化が目覚ましく発展しており， 「晋江モデル」、あるいは「閾南モ
デル」として「蘇南モデル」（「江南モデル」）や「温州モデル」と並び称され，
郷鎮企業の 1つのモデル地区とされている 5)。「蘇南モデル」は郷・鎮や村が
集団で興した， すなわち鎮営・郷営・村営企業の発展モデルであり，「温州モ
デル」は各家庭を単位とした個人企業の発展モデルである。「晋江モデル」は
2)張瑞発・慮増栄編『福建地区経済」 1986年， p.526。
3)同上書， p.615。また，晋江県では建国30余年間に華僑の献金による公益事業資金は
4,000余万元に達している。 p.616。
4) 「福建経済年鑑1985」1985年， p.470。
5). 「我省招開郷鎮企業理論討論会対「晋江模式」進行理論概括」『晋江郷訊」第83期，
1987年4月15日。
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数戸から10数戸の農家が資金を出し合って興した合股聯塀（聯営）企業の発展モ
デルであり， 両者の中間に位置する凡例えば， 泉州市の郷鎮企業2万3,000
余中，股扮制企業は52%を占め，、そこで働く従業員は62%, その収入は全市郷
鎮企業総収入の60%を占めている。また，晋江県だけを例にとると，合股聯雛
企業は郷鎮企業の82%に達する”。特に，・晋江県においては華僑の投資による
合資企業の発展は著しい。著名な社会学者で，小城鎮において郷鎮企業の建設
や商業の建設を主張している費孝通は数回にわたって福建省を訪問し，僑郷で
ある滝州・腹門・泉州の11市県を含む閲南三角地帯の沿海経済開放区で華僑と
その家族が協力して僑郷企業を発展させていることを述べ，この点を評価して
いる 8)。 そこで，本稿では特に華僑資本と結合した「晋江モデル」における郷
鎮企業の発展とその問題点に焦点を当てて考察する。
本稿における調査資料は， 1987年 7且25日に浮橋鎮とその中の 1村である霞
州村を訪問し，翌日の 26日には陳壊鎮を訪問して入手した。本調査において
は，腹門大学中文系助手で，現在京都大学大学院文学研究科に留学している孫
立川氏，腹門大学台湾研究所の楊錦麟氏，泉州市文化局長の陳日昇氏には関係
機関への連絡を取って戴き，泉州市外事塀公室の鄭金樹副主任，同じく察剣文
氏，丁峰氏には調査村への配慮を戴いた。特に， 察・丁の両氏は泉州市滞在
中，筆者の調査に付ぎ添い協力して下さった。また，浮橋鎮においては副鎮長
の張謀佑氏や浮橋企業総公司の陳慶元氏等が質問に答えて下さった。霞州村に
おいては村長の林双晩氏 (1947年生まれ）を始め数人の村幹部が出席し，質問に
答えてくれ，昼食は村でご馳走になった。陳壊鎮では鎮幹部 2人が出席し，質
問に答えてくれた。お昼には鎮内の聯豊企業有限公司を訪問し，董事長の林春
暉氏から聴き取りを行い，同時に昼食もご馳走になった。これらの諸氏に感謝
6)沈吉慶「他1"l在探索新的経済格局ー．再訪晋江」福建省晋江県陳壊鎮人民政府編『今日
陳壊』 1986年， pp.21~23。原典は「文匪報」 1986年7月5日。
7)同「“晋江模式”引起海内外関注」報刊資料選瞳「農業経済J1986年1期， p.98。原
典は「文腫報」 1886年1月16日。
8)陳原「費孝通福建農村経済観感」『福建郷土」・1987年第1期， pp.4~5。
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の意を表したい。そして，屡門大学での国際学会参加の帰りに，筆者の調査の
ため暑い中を厭わず協力してくれた，甲南大学の中田睦子氏に対しても感謝の
意を表したい。
JI. 調査地の経済概況
1. 泉猟市鯉城区浮橋鎮の経済概況
泉州市は第 1図に見られるごとく福建省の東南部に位置し，元々晋江地区に
属していた。 1985年5月に市管県体制がひかれてこれまでの晋江地区行政公署
が廃止され，新たに広行政区域の泉州市が成立した。現・泉州市は晋江地区と
同じく鯉城区と恵安県・晋江県・南安県・安漢県・永春県・徳化県・金門県
（現・台湾領）の 1区7県を管轄し，土地総面積は1,083万平方キロメートルで，
102郷， 28鎮， 2,245村民委員会で構成されている。 1984年末の総戸数は 100万
ご
第1図閥南経済開放区の位置
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7,000戸，総人口505万3,000人．そのうち農業人口が458万2,000人(90.7彩），非
農業人口47万1,000人(9.3彩）であり，人口の約70彩以上が鯉城区・恵安県・晋
江県・・南安県一帯に分布している9)。 1985年末では135郷鎮，人口 514万人，
そのうち農業人口が89彩を占めている10)。1984年度の泉州市のエ農業総生産額
は，農業総生産額が 14億7,760万元(61.1彩）で，工業総生産額が9億 3,950万元
(38.9彩）の，計24億 1,710万元である 11)。一方，郷鎮企業数は 2万1,578に達
し，その総収入は11億1,300万元（エ農業総生産額の46.0%)と非常に多い12)。この
郷鎮企業収入は農業総生産額と工業総生産額にどのような割合で振り分けられ
ているのかは不明である。しかし，郷営企業収入は工業総生産額へ，村営企業
収入や個人工業企業収入等は農業総生産額の副業収入へ振り分けられているこ
とから，農業・林業・畜牧業・副業・漁業の各収入を見ると， 農業4億 8,932
万元(33.1彩），林業3,238万元(2.2%), 畜牧業1億 8,586万元(12.6彩），副業6
億5,544万元(44.4彩），漁業 1億1,460万元(7.8彩）となっており 13), 副業収入の
比重の高いことが分かる。同様に1985年度の統計を見ると，農業総生産額は 9
億6,300万元，工業総生産額が 19億5,,300万元の計29億1,600万元で，そのうち
郷鎮企業収入はi6億6,000万元(56.9%)に達しており．その成長は著しい14)。
鯉城区は1985年に市管県体制がひかれる前の泉州市であり，泉州市を市区・
郊区・郊外県の 3つの行政範囲に分けるとするならば，鯉城区はかつての市区
と郊区を含んだ行政区域である。泉州市はその形態が鯉に似ていることから
「鯉城」，あるいは刺桐樹を多く植えていることから「刺桐城」とも呼ばれて
おり，鯉城区の名前はこれに由来する。現在，泉州市区には臨江• 海浜・鯉中
・開元・華大の 5街道辮事処と51の居民委員会，郊区には浮橋鎮・江南郷・北
9)張瑞勢・慮増栄編，前掲書， p.509。前掲『福建経済年鑑1985」p.470。
10) 「福建経済年鑑1986」1986年， pp.559~560。
11)張瑞莞・鷹増栄編，前掲書， p.524。
12)前掲「福建経済年鑑1985」p.471。
13)張瑞莞・賑増栄編，前掲書， p.524。
14)前掲『福建経済年鑑1986』p.561。
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第1表泉州市鯉城区
ミ 項目単位 1950 1952 1957 
実数 1彩 実数 l彩＇実数 1 彩
'' 
年末総人 ロ 万人 20.19 2. 70 I  25. 10 
そのうち非農業人口 万人 6. 75 33.4 8. 70 38. 3 10. 16 40.5 
社会．労働者 万人 6.43 7.42 9. 71 
そ（職工 万人
0.54 
r-4 
1. 07 
114. 4 
2.64 
r7.2 の 城鎮個人労働者 万人 1.85 28.8 1. 81 24. 4 0. !jO 5.1 
ち？. 郷村労働者 万人 4.04 62.8 4.54 61. 2 6.57 67.7 
工農業総生産額 万元 2,939 3,963 6,627 ｛ 工農そう業総生産額 万元 997 33.9 1,364 34.4 3,282 49.5 の｛軽工業 万元 960 {96.3 1,288 {94.4 3,142 {95.7 
ち重工業 万元 37 i 3. 7 76 5.6 140 4. 3 
業総生産額 万元 1,942 66.1 2,599 65.6 3,345 50.5 
職エ1人当たり給料 元 472 、527 598 
農民1人当たり純収入 元 47 I . 68 78 
出所）張瑞発，慮増栄編『福建地区経済」 1986年， pp.540~541より作成。
峰郷・東海郷・城東郷・河市郷・馬甲郷・羅浚郷の 1 鎮 7郷，および双陽•清
源の 2農場があり，郊区には全部で 607の自然村がある 15)。1984年度の全区総
戸数は 9万2,191戸，総人口42.69万人（都市人口は 13.97万人，総人口の 30.6%)で
あり 16), 非農業人口は第 1表に見られるごとく 35.2彩を占めている。労働者の
構成比率は都市の職工が48.1形も占め，都市の個人労働者を含めると丁度過半
数に達する。また，職工数の割合の推移を見ると， 1950年においては僅か 8.4
彩であったのが，徐々に増加し， 1952年 14.4彩， 1957年 27.2%, 1962年27.6
鍬 1965年36.0彩， 1976年39.6鍬 1978年43.0彩，そして1984年には過半数近
くに達している。これらの点から鯉城区における工業化・都市化の進展が窺え
る。鯉城区の主要経済指標を第 1表から見ると，エ農業総生産額において工業
生産額が85.4%を•も占め，農業生産額は14.6彩でしかない。エ農生産額の比率
も1950年には工業が33.9彩であり，農業が66.1彩であったのが， 1962年には逆
転して工業が64.6彩，農業が35.4彩となっており，ここにも工業化の進展が見
15) 16)張瑞莞・廠増栄編，前掲書， p.525。
76 
僑郷における郷鎮企業の展開とその問題点（石田） 369 
経済状況の推移
1962 ・1965 1976 
暉 II幽
実数 1% 実数 1彩 実数 1劣 実数 I彩＇実数 1彩
28.43 3Q.10 37.10 38.59 42.69 
1. 23 39.5 12.40 41. 2 1?.07 32.5 12.51 32.4 15.01 35.2 
10.94 12.10 18:40 20.04 23. 18 
3.02 『7.6 4.36 {" 7.29 『.6 8. 61 1:3.0 11.15 t・' 0.35 3. 2 0.34 2.8 0.21 1.1 0.22 11 0.34 . 5 7.57 69.2 7.40 61. 2 10.90 9.2 1. 21 5. 9 1. 69 .4 
7,584 1, 913 15,429・ 25,147 54,371 
4,902 64.6 7,509 63.0 J.1, 360 73.6 19,984 79.5 46,457 85.4 
4,363 {89.0 6,761 {90.0 9,088 {80.0 16,567 {82. 9 38,658 {83.2 
539 1. 0 748 10.0 2,272 20.0 3,417 17.1 7,799 16.8 
I 2,682 35.4 4,404 37.0 4,069 26.4 5,163 20.5 7,917 14.6 
511 613 
I 
514 551 910 
66 80 70 73 322 
られる。
浮橋鎮は鯉城郊区の唯一の鎮であり，第 2図に見られるごとく・市の中心地か
ら晋江を渡った晋江の下流にあり，市の西南部に位置する。浮橋鎮は解放初期
には晋江県第5区や南安県豊州区に属し， 1958年の人民公社化の時に泉州市江
南人民公社に属した。 1960年に江南人民公社から分離独立したのが浮橋鎮の前
身である満堂紅疏菜農場であり， 1962年には満堂紅人民公社に改称された。
1980年頃の満堂紅人民公社の耕地面積は7,735畝あり，そのうち食糧作物2,000
余畝で，その産量は 570余万斤。疏菜地は 2,600余畝で，毎年国家へ20余万担
(1担は50キログラム）を販売する薩菜供給基地であった。甘庶は 2,500余畝で，
年産64万5,000余担，黄麻500余畝で，この他に龍眼・席枝・柑桔・バナナ・
桃等を 3万2,000余担生産している。 この人民公社時代には 24自然村，.4,760 
余戸， 2万2,400余人で， 15生産大隊・125生産隊があった17)。
浮橋鎮は1984年11月に「党政分離」により満堂紅人民公社から成立し（写真
17)福建省泉州市地名辮公室『泉州市地名録」 1982年， p._82。
77 
370 闊西大學「癌清論集」第37巻第4号 (1987年1月）
?
? ?
??
門ヽ‘
〇鎮，郷
〇村
-ー・一県境
一公路
！ 
~-
,. 
???
第2図浮橋鎮と陳壊鎮の概略図
］参照）， 17村民委員会・ 2居民委員会で構成されている 18)。戸数6,025戸，人
口2万4.981人，労働力 1万3,075人である。耕地面積は 7,519畝で， 1人当た
り耕地面積は 3分である 19)。耕地面積のうち経済作物が5,470畝(72.796), 食糧
が2,049畝 (27.3%)栽培されている。経済作物のうち果樹が5,078畝と多くな
り，その内訳は龍眼3,201畝，柑桔508畝，桃834畝，蒻枝 200畝，楊桃200畝，
その他135畝である。経済作物の残り392畝は疏菜と糧油作物であり，疏菜は非
18)すなわち， 17カ村と 1街道で構成されている。また，ここでは「政社分離」とは言わ
-ないで，「党政分離」と言っている。
19)別の応答では，戸数は約7,500戸，人口が2万8,764人，耕地面積が9,300畝とあった
が，本文の副鎮長の応答に信憑性があると考えられる。
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写真1 「党政分離」した浮橋鎮人民政府と党委員会。
右が鎮人民政府の看板，左が党委員会の看板。
常に少なくなっている。
2. 浮橋鎮霞州村の経済概況
霰州村の経済概況を考察する前に簡単に霞州村の歴史を振り返っておく。
霞州村は元々 1つの自然村で，解放前には泉州市新門外浮橋霞州村といい，
保甲制の 1保を形成していた。解放前は非常に貧しく，耕地の90%に水稲を栽
培し，その 1畝当たり収量は約300余斤で，残り10%には地瓜（廿薯）を栽培し
た。 1949年9月にこの地方は解放され，その頃には戸数約100余戸，人口約700
余人であった。解放直前の階級構成は地主・富農．雇農はおらず，中農が約15
彩で残りは下層中農と貧農である。自作農は80%で，小作農は 1戸，小販（小
商売）を営む者が20%である。また，外村人で本村に土地を所有する地主もい
なかった。 1950年から1951年にかけて土地改革が行われたが，地主や富農がい
ないので，貧農に分配する土地がないではないかと質問した。すると中農は 1
人当たり 8分~1畝の土地を所有し，農民の 60~70%は商業（野菜の販売）等の
農外収入に依存していたので，それ以外の貧農に中農の土地と華僑（約10%)の
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所有する土地や工業を営んでいる者の土地を徴収して分配したと言う。土地改
革の結果，水稲 1畝当たり生産量は約400斤に達するが，分配地は 1人当たり
平均 3分余で，これでは生活出来ないのは当然であろう。
1954年に互助組化が行われ， 1年足らずの1955年下半期には初級合作社化が
行われる。当時の初級合作社化は 1自然村に1初級合作社が成立し，霞州村に
成立する霞州初級合作社の組織率は約80%であった。 1956年下半期には高級合＼
作社化が行われ，東壁・浦ロ・前激・王宮・上福と霞州の計 6自然村を合併し
て，僑農高級合作社が成立する。僑農高級合作社は居住区分により東壁と浦口
とで東壁生産大隊，前激と王宮・上福とで王宮生産大隊，霞州の霞州生産大隊
の3生産大隊で構成され，その組織率は 100%であった。霞州生産大隊の下に
は3生産隊があった。この時，水稲の生産量はまだ400余斤である。
1958年末には既述したごとく江南人民公社が成立し， 1960年に満堂紅人民公
社が分離独立する。霞州村は15生産大隊で構成される満堂紅人民公社の霞州生
産大隊となり，高級合作社時の 3生産隊がそれぞれ 2つに分かれ， 6生産隊と
なる。大躍進期には本村でも公共食堂を建設し， 1959年の初めまで村民はここ
で食事を取った。しかし，錬鉄は行なわれなかった。この時に成立した満堂紅
人民公社と霞州生産大隊とは1984年の「党政分離」まで存続することになる。と
ころで，解放後から三中全会まで最も暮らしがよかったのはいつの時期か質問
したところ， 1965年~1966年10月までが一番よかったとの応答が返ってきた。
霞州村は浮橋鎮の 1街道17カ村の 1つで，浮橋鎮のほぼ中心地にある。戸数
は352戸，人口1,515人で，労働力は700余人である。そのうち農業が100余人，
工業が200余人，商業が300余人であるが，多くは半農半工である。耕地面積は
215畝で， 1人当たり僅か 1.4分であり 20)' 1戸当たり 4.3人で計算しても 1農
家当たり経営面積は6.02分となり， 1畝にも満たない。これでは当然農業だけ
では生活出来ず，工業化が開始される以前にはどのようにして生活していたの
20)応答では1.3分足らずとのことであった。
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であろうか，興味のある点である21)。耕地面積 215畝のうち疏菜栽培が 185畝
(86. 0形）で，残りが水稲・ 落花生・地瓜を栽培している。 1人当たり平均収入
は1978年以前が230元であったのが， 1986年には600余元となっている。
本村では 1984年秋期(11月頃）に「党政分離」を行い，これまでの霞州生産大
隊は霞州村となり，霞州村民委員会と霞州村党支部委員会に分離した。現在，
村民委員会の構成は村長，民調（民間紛争の調停），婦女・計画成育，文教衛生，
治安保衛の 5人であり，党支部委員会は書記，宣伝，組織の 3人である。この
うち村長と書記，それに財務（会計）を加えた 3人には手当てとして毎月70元が
支払われている。
3. 晋江県陳壊鎮の経済概況
晋江県は晋江の下流の沿海地に位置し， 1985年に市管県体制が実行されて以
降，泉州市に属する。元来，土地少なくして人多く，昔から労働力の捌け口は
大きな問題であり，解決することが出来なかった。 1984年度の人口は第 2表
に見られるごとく， 102万 6,609人であり，人口密度は 1平方キロメートルに
1,269人，密度の最も高い石獅鎮で 1万3,800人となり，福建省第 1位，全国第
2位の人口過密地帯である 22)。その結果，農業だけでは生活出来ず，多くの華
僑を排出してきた。三中全会以後，農民が資金を集めて企業を起こし，その金
額は 3億元近くに達している 23)。農村手工業は比較的早くから発達していた
が，・1978年には郷鎮企業が1,141, 職工が 5,200人，総収入は 4,211万元となっ
ている24)。1985年末には郷鎮企業数は5,581,従業員数は16.48万人となり，こ
れは全県労働力数総の42%である。総生産額は5.27億元で，全県工農業総生産
額の61%をも占めている。国家への税金は 3,500余万元に達し，これは全県の
21)この地区の住民の多くは親戚・同族である華僑からの送金に依存して生活してきた麿
史がある。これを「舞僑吃僑」と言，う。前掲『福建経済年鑑1985」p.473。
22)張瑞莞・眠増栄編，前掲書， p.615。
23)前掲『福建経済年鑑1985」p.564。
24)張瑞発・塵増栄編，前掲書， p.620。
81 
' 374 躙西大學「綬清論集」第37巻第4号 (1987年11月）
第2表晋江県経済
~ 1950 I 1952 i95_7 実数 1%実数 I彩実数 l彩
年末総人 ロ 人 459,523 481, 151 549,080 
その｀ うち非農業人口 人 122, 233 26. 6 127,986 26.6 129,663 23.6 
社会労働者 人
そJ＼職工 人 17,419 の城鎮個人労働者 人
ちぅ 郷村労働者 人
工農業総生産額 万元 4,447.45 5, 551. 18 8,090.59 
工業総生産額 万元 656.45 14.8 816. 19 14.7 1, ?18. 59 15. 1 
その｛軽 工 業 万元 644.37 {98.2― 806.32 f98.8 1,066. 76 {87.5 
うち重 工 業 万元 12. 08 1.8 9.87 1. 2 151. 83 12.5 
農業総生産額 万元 3,791 85.2 4,735・ 85.3 6,872 84.9 
職工1人当たり給料 元 372.78 
農民1人当たり純収入 元
出所）張瑞莞，慮増栄編，前掲書， pp.631~632より作成。
財政総収入の69%を占めている25)。現在，郷鎮企業数は 6,380に達し，そのう
ち郷・鎮営企業291(4.6%), 村営企業879(13.8%), 合営企業2,100(32. 9%), . 個
人工業企業3,107(48. 7彩），その他の合作企業3(0. 05%)となっており26), 他地
域の郷鎮企業とは異なり，郷・鎮営企業や村営企業よりも合営企業や個人工業
企業の比率が高い。これは後述するごとく華僑の投資による郷鎮企業数の増加
に基づくものであり，近年のこの地域の経済発展はこの郷鎮企業の発展に負つ
ている。例えば，第 2表よりエ農業総生産額の比率の推移を見ると，工業生産
25)前掲「福建経済年鑑1986」p.564。
26)張瑞菱・廠増栄編，前掲書， p.620。1985年の統計によれば，全県郷鎮企業5,581中，
・郷・鎮営企業は 252(4.52彩），村営企業775(i3.88形），聯営企業（中外合資企業を
含む） 3, 97_ (71. 62彩），その他の合作形式企業24(0.43%), 個人企業533(9.55%) 
である。この数値と本文の数値を比較すると， 1986年は個人企業の伸びが著しいが，
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1985年の聯営企業の中のかなりの企業が個人工業企業として統計上配分されたからで
あろう。陳道源「発展農村商品経済的一種類型ー晋江郷鎮企業調査」『経済学動態」
1986年7期， p.28。本資料は神戸大学の加藤弘之氏の提供による。
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状況の推移
1962 1965 1976 1978 1984 
実数 %1実数ー形「蕊数 ％ー「~夏!%~一 i7% 
610, 371 671,915 914, 227 948,098 1,026,609 
130, 619 I 21.41131, 023 I 19.51122, 506 I 13.41136, 021 I 14.31 146, 116 I 14.2 
429,573 
42,268 
???
?
?
．．．?
6,256.49 9,704.67 18,748.42 23,881. 28 
43,272・
3,227 
383,074 
71, 251. 23 
1, 910. 49 30. 5 2, 570. 67 26. 5 3, 849. 42 20. 5 6, 072. 28 25. 4 13, 986 19. 6 
1,690. 78 {88. 5 2,267. 08 {88. 2 3,555. 21 {92. 4 5, 319. 58 {87. 6 1, 537 {82. 5 
219. 71 1. 5 303. 59 1. 8 294. 21 7. 6 752. 71 12. 4 2,449 17. 5 
4,346 69. 5 7, 134 73. 5 14,899 79. 5 17,809・74. 6 . 57,265.23 80. 4 
556.03 483.38 545.06 533.65 891 
44・62 57" 52 432 
額は1、962年の30.5%をヒ゜ クーにして1984年には19.6%と低下しており，逆に農
業生産額の比率は再び80%台に回復している。これは村営企業等の農村工業生
産額が既述したごとく副業収入として農業生産額の中に組入れられているため
である。また，郷鎮企業の職工数は14.8万人で，全社会総労働力の40余％を占
め，総収入は 4.53億元に達し，国家への税金 1,603万元を納めている27)。農民
1人当たり収入は 432元と鯉城区の 322元よりも 100元以上も多い。一方，第
2表では都市の職工数は 4万3,272人．と社会労働者の 10.1%であり，ここにも
郷鎮企業の発展ぶりが窺える。郷鎮企業の主要産業は建材・縫製・食品・化学
・機械・皮革等であり，少なからぬ製品はすでに国際市場に参入している28)0 
陳壊鎮は第 2図にみられるごとく晋江県の泉州市寄りにあり， 鎮の面積は
35.6平方キロメートル，総戸数が 1万2,540戸，総人口 6万2,357人である。そ
27)同上書， p.620。第2表の社会労働者42万9,573人で割っても40余％という数値は得
られない。
28)同上書， p.621。
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写真2 陳壊鎮にある丁氏祀堂。
のうち農業人口は 6万971人で，総人口の97.8形を占め，非農業人口は1,336人
で， 2.2%を占めている。漠民族が主で，総人口の 74.3%を占め， その他に1
万6000余人(25.7形）の回族がいる 29)。回族の多くは四境居民委員会・江頭村・
漢辺村・西坂村・岸兜村・坪頭村・花庁口村の7つの回民村に居住し30), その
姓は丁である。これらの回族は写真 2に見られるような明代初期に建設された
イスラム教の丁氏祀堂（岸兜村）を祀っている。ところで，祀堂内に掲示されて
いた 7回民村の統計資料によれば， 回民村においても郷鎮企業の発展は著し
く，その生産額は 1979年に 144万元であったのが， 1980年322万元， 1981年563
万元， 1982年615万元， 1983年878万元， 1984年 1,904万元とこの 5年間で13.2
倍にも増大している。 1984年度の企業数は 147あり， 1村につき 21企業が存在
することになる。その内訳は第 3表のごとくで， 化学塑料（プラスチック）が
31. 97鍬皮革が25.17形で，両者で57.14彩と過半数を占めている 31)0 
29)前掲「今日陳壊」 P,1。聞き取りでは，陳壊鎮の人口は6万2,944人であった。
30)晋江県文物管理委員会・陳域鎮回族事務委員会編「陳壊丁氏今昔』 1985年， 頁数な
し
31)後述するごとく，回民村の江頭村と岸兜村は製桂工業が発達しているとあるが， 第3
表の統計には製桂工業は見られない。
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第 3表 回民7カ村の郷鎮企業数とその割合
企業の種類 I 企業数 1 劣
プラスチック 47 31. 97 
皮 革 37 25. 17 
機 械 15 10.20 
紡織服装 1 7. 48 
編 草 ， 6.12 
食 JロJ 8 5.44 
文教用品 4 2.72 
製 紙 1・ 0.68 
そ の 他” 15 10.20 
出所).丁氏祀堂の展示より筆写。
写真3 「党政分離」した陳壊鎮人民政府と党委員会。
右側に鎮人民政府と党委員会の看板が掛っている。
陳壊鎮の労働力は 1万6,000人で，そのうち農業従事者が約 16%,工業従事
者が84%である。多くは半農半工で明確に区分出来るわけではないが，工業従
事者の割合の高さには驚かされる。耕地面積は 3万1,700余畝あり，全てに水
稲二期作が行われている。また，淡水湖面が 3,000余畝，沿海が 5,000余畝あ
り，水産業も行われている。 1984年 9月に「党政分離」が行われ，これまでの
陳域人民公社は福建省政府の批准を経て陳壊鎮となった（写真3参照）。．この鎮
は新建制鎮であり，農村型の集鎮である,0
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皿．郷鎮企業の展開
1. 浮橋鎮の郷鎮企業
浮橋鎮の郷鎮企業の歴史を見たのが第4表である。第4表を見ると， 1978年
以降急速度に企業数が増加しているのが分かる。中でも村営企業数は10年間に
7:4倍に増えている。しかし， 識工数は全体で2.9倍，鎮営企業で 3.8倍， 村
営企業で 2.4倍と， 企業数の増加の割にはその伸びが小さい。これは郷鎮企業
の規模が比較的小さいことを物語っている。すなわち， 1986年度の 1郷鎮企業
当たりの職工数は23.2人，鎮営企業で93.2人，村営企業で13.9人であることか
らも窺える。総収入は鎮営企業が2,370万元，村営企業が 2,686万元で，合計
5,056万元にも達する。鎮営企業と村営企業との収入差は大きくないが，利潤
を見ると，鎮営企業が84.5万元，村営企業が141.76万元と村営企業の利潤が大
きい。また，郷鎮企業は319あり，その内訳は鎮営企業が36(11.3%), 村営企業
191(59. 9形）， 集資塀（合資）企業81(25. 4形）， 聯塀企業7(2. 2形）， 中外資企業
（香港との合弁） 4 (1. 3%)であり，華僑資本は 3分 1に達する。この319企業中，
50企業の生産額が50万元を超過している。また，生産額が200万元を超過する
村は 4カ村あり，最大の村は筍洒村で 600万元以上ある。 1983年~1986年まで
の状況は第 5表に見られるごとくである32)。職工人数は7,140人で，全人口の
第5表 i学橋鎮郷鎮企業の状況
年：ご小；00三□鳳万〗
1983 4 2 2 
1984 . 10 5 5 
1985 20 10 10 
1986 2 1 1 13 
出所）鎮政府よりの資料の提示に基づく。
32)上記の聴き取りと提供された統計数値とは異なっているが，そのまま記した。
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約24.8彩にも達する33)。
1979年の工業生産額は790万元であったが， 1986年度のエ農業総生産額が
6,294万元で，工業生産額は 5,056万元(80.3彩）にまで達し，そのうち鎮営工業
の生産額は2,300万元(45.5%)で，農業生産額は1,238万元(24.5彩）である ~1986
年度の 1人当たり平均収入は約 600元である。 1987年度の計画では村営企業を
も含めた事業総生産額は 5,573万元となり， 1986年の 42彩増となる。村と鎮の
企業生産額は 6,700万元となり， 32.5彩増となる予定である。そして， 1人当
たり収入は720.65元となり， 1990年には総生産額が 1億元に達し，億元鎮とな
る。
2. 霞州村の郷鎮企業
1984年に本村においても農業の生産責任制を実施し，農業担当は村民小組に
組織された 100余人の老人や婦人が主体である。村民小組はかつての 6生産隊
が6小組となり， 1小組につき17~18人で構成されている6そして，浮いた主
要労働力は工業方面に投入されている。そのため「以エ補農」（工業が農業を支
援する）を原則として，農具や水利の修理等は全て村が援助しており，その額は
1万余元に達する。肥料は各小組で賄い，栽培した疏菜は国営の疏菜公司に販
売する。農民への分配は現在でもエ分（労働点数）制で，．粗収入から生産コスト
を引いた残りを工分で割っており，農業税等は村で支払っている。 1986年の農
業収入は約13万元と僅かである。
村営企業は第 6表に見られるごとく 13あり，その多くは三中全会以後の設立
になる。最も設立の早い霞州教学模型廠でも1972年の設立である。各村営企業
は村に対して生産を請負っており，その合計金額は 6万6,300元になる。従業
員は本村が 142人，外村が 120人で計262人となる。外村の従業員は友人等の紹
33)陳壊鎮の労働力数が不明であるが，晋江県の総人口に対する労働力数の割合，約42彩
から陳壊鎮の労働力数に対する郷鎮企業職工の割合を求めると約68彩となり，労働力
の農業から工業への移動が認められる。
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第6表霞州村営企業の状況
こ 創設 請負金額 労働力（人）年代 ・（元） 本地 外地
霞州糖製品廠 1983 1万4,000 40 20 
霞州服装桂帽廠 1985 1万3,000 20 50 
霞州紙箱廠 1986 5,000 10 10' 
霞州副食品廠 1979 6,000 5 
霞州汽配廠‘ 1977 4,000 5 
霞州日用工芸廠 1985 6,000 10 20 
霞州日用五金廠 1985 1,000 5 10 
霞州五金電鍍廠 1977. 6, ODO 18 
霞州電器廠 1978 3,000 7 
霞州教学模型廠 1972 2,000 8 
霞州貿易貨桟 1980 5,000 ， 4 
霞州車輌配件廠 1986 
霞州橡塑廠 1985 1,300 10 10 
計 I 6万6,3QO I 142 I.120 
出所）・聞き取りによる。
介により付近の村から来ているが，遠く江西省や泉州市内・同じ福建省の背田・
県からも来ており，これらの従業員も親戚や友人の紹介で勤務しているとのこ
とである護従業員の給料は本村人と外村人と異ならず，1カ月平均120元である。
3. 陳壊鎮の郷鎮企業
解放前の陳壊鎮は水稲農業の専業で，その他に養鴨業や海鯉（まて貝）を採取
する水産業がその中心であった。三中全会以前までは水稲二期作の典型的な農
業地区であり，農民1人当たり収入は僅か52元であった。ところが，三中全会
以後農村経済は急速度に変化した。すなわち， 1981年に包産到戸制が実施さ
れ，続いて包干到戸制が実施されるようになって，農村の余剰労働力を郷鎮企
業へ投入することが可能となった。土地の分配は人口割りと労働力割りで行わ
れ，全鎮の平均では 1人当たり 5分の土地が分配された。土地の分配は国家幹
部を除いて，民辮教師や村幹部，工業・商業従事者，解放軍に入隊している者
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にも分配された。しかし，本鎮では転包（又貸し）が進展しており，転包をする
場合には村の同意を得，農業税や水費・契約食糧の国家への販売・村への集体
提留金を納めなければならない。それさえ行えば村外人でも転包が可能であ
り，甫田県の農民にも請負わせている。転包の多くは村人や親戚の者に委託し
ており，背田県人の場合も親戚である。鎮には糧食専業戸が76戸あり，大体20
畝以上を経営している。最大の経営面積は 250畝で，これは 2人の兄弟が請負
い，ハンド・＇トラククー 2台，水牛2~3頭を所有し，雇工を使って農業経営
をしており，純利潤は 4万余元に達している。
ところで，これまでの歴史において本鎮には華僑の送金等による 3つの特徴
があった。 1つは「閑人多」（労働力が余っている）， 2つに「閑銭多」（遊休資金
がある）， 3つに「閑房多」（空屋がある）である。すなわち，昔から耕地に比し
て労働力が多く，華僑から送金された金も使い道が少なく，出稼ぎ華僑の空屋
があった。この条件のもとで家内工業が一定程度存在してきた。というのも既
述したごとく昔から 1人当たり耕地面積は極度に狭く，農業だけで生活出来な
いため伝統的手工業として布畦業や草帯業・編竹業等があり，これを販売して
生活をしていた。ところが，陳域鎮にはフィリビンやシンガポール・香港・マ．
カオ等に海外華僑• 海外同胞が多くおり，特にフィリビンやシンガポールには
1万人以上，香港・マカオにも 6,000人以上の華僑がいる。三中全会以前にお
いては華僑の送金によってこれまで生活を維持してきたが（「繹僑吃僑」），三
中全会以後は 3戸~5戸の，あるいは10数戸の華僑と農民が資金を出し合って
・工場（集資工廠）を創設し始めた。これら郷鎮企業の生産額が1981年には約1,000
万元， 1982年2,000余万元， 1983年5,000余万元， 1984年には 9,661万元と増
大し，農業生産額の1,500余万元と比較すると34), 郷鎮企業の発展ぶりが窺え
る。そして， 198峠三にはエ農業総生産額が 1億元に達し，億元鎮と言われるま
でになった。これら郷鎮企業からの収入の大部分はさらなる郷鎮企業の発展の
34)陳道源，前掲論文， p.30では，農業収入が500万元とあり，筆者の聞き取り数値と異
なる。 ・
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第1表―郷鎮企業収入状況 (1987年度） 単位：万元
~ 6月分の 1月~6月の 1986年度 増減状況収入 収入累計 同期の収入I増 I 減
南下尾 1. 35 17.20 27.63 10.43 
悟 壊 25.74 132 110.17 21. 83 
宮 口 21. 75 101. 72 58.24 43.48 
桂 林 5 30.80 56.20 25.40 
坊 脚 26.43 152.77 80.54 72.23 
江 頭 64.45 -460.77 377.30 84.47 
渓 辺 27_.55 141. 49 115. 89 25.60 
岸 兜 50.32 3~6.36 285.41 100.95 
坪 頭 39.26 203.37 157.04 46.33 
西 坂 15.41 53.17 60.26 7.09 
四 境 81. 54 414.24 313.41 100.83 
花庁口 143.47 855.04 640.75 214.29 
湖 中 6.47 76.03 64.62 1. 41 
双≪ 溝 77.88 425.45' 234. 13 191. 32 
．，赤 西 24.22 83.06 68. 10 14.96 
溝 頭 6. 10 40.02 5.48 34.54 
蘇 暦． 28. 52 165.19 190.'ll 25.52 
大 郷 _ 30. 84 -194. 14 146. 73 47.41 
涵 口 29.38 145.45 68.29 7、7.16
横 坂 80.90 547.52 331. 68 215.84 
涵 壊 57. 16 457.46 315.25 142.21 
洋 壊 223. 59・ 1,640.65 928.99 711. 66 
庵 上 8.31 53.09 49.35 3.74 
海 尾 0.2 0.65 , 1. 38 , 0.73 
仙 石 6 33.53 26.60 6.93 
高 坑 31. 19 102. 56 61. 52 41. 04 
鎮 属 146.58 743.36 531. 71 211. 65 
，合計 I 1. 259. 61 I 1. 657. 09 1 5. 307. 38 1 2.418. 88 1 69. 11, 
出所）資料の提示に基づく (f987年6月30日作成）。
ために再投資されている。 1986年には郷鎮企業生産額は 1億 127万元に達し，
工農業総生産額は 1億 2,145万元となった。第7表を見ると， 1987年度上半期
の郷鎮企業生産額はすでに7,657万900元に達しており， 1986年度の同期と比較
すると， 2,349万7,100元の増となっている。
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郷鎮企業の中でも 6大企業として，①製畦工業，R服装工業，⑧プラスチッ
ク工業，④金属（小五金）工業（特に車部品工業），⑥食品缶詰工業，⑥建設材料工
業があり，その他に工芸美術工業等がある。郷鎮企業数は884で， 1カ村につき
34企業が存在することになり，その数の多さに驚かされる。ちなみに1985年度
の全国平均は 1郷鎮につき鎮営あるいは郷営企業は4.6で，村営は 1村につき
僅か1.2で，経済連合体を加えても 1.7である85)。特に製畦工業が最も発展し
ており，これは既述した伝統的手工業である布畦家内工業の発展によるものも、
のである。具体的には郷鎮企業884中， 400余の家内製桂工場があり，製畦工場
数は企業総数の51彩，その生産額は総生産額の53%に相当する86)。また，陳壊
鎮の26カ村の中，洋壊村，横坂村，涵壊村，岸兜村，江頭村，高杭村，庵上村
の7カ村は製蛙工業が発展しており，カナダやオーストラリア等の13カ国へ登
山靴や旅行靴を輸出し，その金額は 600万元に達している。なかで＇も洋壊村は
人口 6,000人と比較的大きい村で，工業生産額は2,700余万元あり，そのうち
製桂工業の生産額が2,400余万元 (88.9%)で， 97の製桂家内工場がある37)。第
7表では洋壊鎮の 1987年上半期の生産額は 1,640万6,500元で，陳壊鎮の中で
も群を抜いているのが分かる。
N. 調査における郷鎮企業の実態
以上，泉州市鯉城区浮橋鎮とその 1村である霞州村， 晋江県陳壊鎮の農村
経済の状況と郷鎮企業の展開を考察してきた。統計によれば， 1984年度の郷
鎮企業の発展が速い県・郷・村において， 総生産額が 1億元以上の県は 16あ
り，晋江県はそのトップで，生産額が7.33億元に達する。鯉城区は第1l番目の
1. 54億元である。総生産額が5,900万元以上の郷は 19あり，そのうち晋江県の
35) 「中国統計年鑑1986」1986年， p.23, p. 215, p. 225。
36) 「福建日報」 1987年7月26日によれば，陳壊鎮の郷鎮企業数は884で，そのうちの504
(57.0%)が製鮭企業である。そして，製畦企業の生産額は郷鎮企業の総生産額の過
半数を占めているとあり，聞き取りの製畦企業数と異なる。
37)・別の応答では人口約5,000人であった。
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郷が4つも含まれている。陳猿鎮はその第2番目で，総生産額は 9,661万元で
あり， 1985年度には億元鎮となづている。総生産額の最高の村は陳壊鎮洋壊村
で， 2,520万元である38)。また，晋江県には生産額が100万元以上の郷鎮企業は
97あり，陳壊鎮にはそのうち27があって，これら27企業の生産額は鎮内の郷鎮
企業生産額の 45.48%を占める 39)。以上の点からもこの地域の発展ぶりが窺え
る。ところで，これらの郷鎮企業の発展はどのようにして可能であったのであ
ろうか。これを直接訪問した企業の例で考察してみよう。
筆者が訪問した郷鎮企業は泉州市興華軽工企業有限公司（香港との中外合資）・
泉州市針織服装有限公司・泉州市満堂紅皮塑廠である（写真4・5参照）。これら
の企業は同一敷地内にあり，前二者は1979年に成立した。そのときの従業員は
20余人で，包帯を製造していた。興華軽工企業有限公司は 160余万元の投資で
設立し，最近新改築したので，資本金は 250万元となった。この公司では資金
を提供している香港の公司からのサンプル注文に応じてズボンやカバン等を製
写真4 浮橋鎮の泉州市満堂紅皮塑廠。この中に泉州市針織服
装有限公司と泉州市興華軽工企業有限公司がある
38)前掲『福建経済年鑑1986」p.141。
39)陳道源，前掲論文， p.30。
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写真5 工場内の作業風景。ジーンズを作っている。
造し，アメリカヘ輸出している。 1987年の生産額は750万元を計画しており，
すでに上半期で350万元に達している。 ． 
1986年度のエ商税は生産額の 5%の20万元であり，利潤は28万元であった。
利潤の分配は次のような形で配分している。まず，利潤の30彩のうち企業の発
展資金として15彩，福利に10彩，貯蓄資金に5彩を留保し，・残りの70彩は投資比
率に応じて分配している。具体的には70彩のうちの60彩を個人の投資家（特に香
港の投資家）に対して， 24彩を工場へ， 16彩を外貿公司へという内容である40)。
現在， エ員は500人以上で， その90彩は女性である。エ員を雇う場合は鎮政
府が募集する。エ員は全て計件エ（出来高払ぃエ員）で，これは香港から学んだ経
営方法であり，、それゆえこのような企業を計件公司と呼んでいる。また，エ員
は全て臨時工であり， これにより景気の変動に対する調節が可能となってい
る。
陳壊鎮洋壊村の聯豊企業有限公司は地元出身のシンガボール・香港・フィーリ
ビンの華僑4人と地元とが出資して， 1986年3月26日に創設した中外合資企業
40)本地区の特徴として，製品を販売する外貿公司が各郷鎮に設けられており，生産と販
売が直結している。
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である。資本金は 600万元で，そのうち華僑が80%,地元の個人が20%出資
し，村民委員会の出資は零である。地元出身の華僑は帰国して互いに相談し，
この公司を創設した。華僑の内訳はシンガポール 1人・香港 1人・フィリビン
2人で，資本の 3分の 1を出資しているフィリビン華僑の林春暉氏が董事長で，
総経理は本村人である林春暉氏の弟・林鴻羽氏がなり，副董事長は香港の華僑
がなっている。この公司ではジョギンク ・シューズを始めとした布製の靴を中
心に各種の靴を製造している。縫製用のミシンは日本から入れ，原材料なども
香港を中心として外国から入れている。技術もフィリビン華僑がフィリビンで
事業を行っているのでそこから入れ，優秀な工員は外国へ連れて行き，技術を
学ばせている。現在のところ，まだ技術水準が低いので国内市場を中心にして
生産しているが，技術水準が向上すれば国外市場に出ていく予定である。すで
にこの工場はかなり有名であり41l, 中国全土にその製品を販売しており，我々
が調査に訪問したときにも， 人民日報の記者が取材に来ており， 『福建日報」
にも記事が掲載されている42)。・
公司の管理人は13人，エ員 265人で， 80%が女性である。工場では 8時間労
働制で 1日三交替によりフル回転しているようであるが，我々が訪問したとき
には停電で，工場は稼働していなかった。このようなことはどこの工場でもあ
り，電力需要の逼迫を解消しなければ思ったように生産力が上がらないように
思えた。エ員は本地人だけでなく，各地から雇っている。本地人が少ないのは
洋壊村には工場が多く，他から労働力を移入しなければならないからである。
それにしても一般の郷・鎮営企業や村営企業であれば，その企業が集団所有制
企業であるため，より端的に言えば郷や鎮，あるいは村の企業であるため，働
くエ員も郷や鎮・村の者達であるが，ここは合資企業であるためこの点にとら
われず自由にエ員を雇っており，この点が郷・鎮営企業や村営企業と異なる強
41)前掲「今日陳壊』によれば，趙紫陽総理や万里副総理，谷牧国務委員等が陳壊鎮を訪
問しており，福建省委書記がこの公司を訪問している。
42) 「福建日報」.1987年7月26日。
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みとなっている。エ員のうち本地人が20鍬外地人が80%で，外地人は泉州・
甫田・腹門・福州・南安・仙滸• 徳化等の各地から採用している。採用に当た
り，『泉州晩報」などに募集広告を載せ， 採用基準は農村出身者は文化が低い
ので中学卒以上とし，試験を行っている。給料は最初の見習い期間として 1カ
月目は仕事が遅いので75元， 2カ月目が85元， 3カ月目から100元となる。エ
場長と経理の給料は 1カ月 450元である。現在，・工場の平均給料は 1カ月 175
元で（年収2,100元）あり， 1985年度の職工平均年収の1,373元と比較するとかな
り多く，中外合営の2,048元や外資経営の2,081元にほぽ匹敵する43)。その他に
も各種の補助を出している。まず，地元以外の出身者が多いので，多くは宿舎
に住み，この費用は無料としている。食事は 1日1.05元のうち 5角を補助し，
工場内の食堂で食べる。病気になれば医療費は無料であり， 1年のうち正月の
5日間，春節（旧正月）の 5日間の計10日間が休みであり，その他にメーデーな
どの規定の休日も勿論休みである。日曜日はかならずしも休みではなく， 1カ
月のうち 2日間の休みがある。退職金はないが， 3年間働けば3カ月分の， 5 
年間働けば5カ月分の相当額を支払う予定である。
現在，工場の生産額が200万元を超過すれば村が奨金4,500元を出すことにな
っている。 1986年度の生産額は450万元で，利潤は 72.5万元，利潤率は 16.1%
であった。そのうち小学校へ20万元投資し，残りの利潤は全て拡大再生産のた
めに投資された。投資者への利潤配当は 3年後に開始する予定である。
V. 結語一郷鎮企業の意義とその問題点ー
郷鎮企業の発展は，農業にだけ依存してきた農村の産業構造を第 2次産業や
第3次産業に移行するのを可能にし，同時に農村が抱える過剰労働力問題をも
解決する展望を与えた。この点は近年の郷鎮企業の発展の評価されるところで
ある。 ・
郷鎮企業の発展は郷鎮財政収入も増加させ，「以エ補農」を可能にした。 1985
43)前掲「中国統計年鑑1986」p.663。
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第8表晋江県郷鎮企業 1980~1985年発展状況
項 目 1単位1.1980年 I 1985年 1 増長飴
郷鎮企業数 個 1,733 5,581 222.04 
企 業 人 数 人 99,499 164,886 65. 72 
企業総生産額 万元 12,710 73,268 476.6 
全に県占社め会る総割生合産額 ％ 47.86 
郷占鎮め三割級合経済にる 彩 53 76.36 
上 納 税 収 万元 373 3,560 854.42 
郷鎮企業預金 万元 3,481① 4,571 31. 31 
農民純収入 元／人 107② 525 390.65 
1,000万元 鎮 個 4 16 300 
100万元 村 個 21 168 700 
企 業 利 潤 万元 1,730 7,790 350. 29 
利占澗めのる総割生合産額に 彩 13.6 10. 63 
給 料 総 額 万元 3,162 14,670 363.95 
給に占料めのる総割生合産額 形 24. 87 20.02 
平 均 給 料 元／人 317 889 180. 44 
平均労働生産性 元／人 1, 277 4,443 247.92 
固定資産額 万元 3,199 7,308 128.45 
出所）陳道源「発展農村商品経済的一種類型ー晋江郷鎮企業調査」「経済学
動態」 1986年7期， p.32。①は1984年の数値，②は1978年の数値。
年の福建省の郷村両級企業だけで純利潤3.76億元を実現し，そのうち郷村政府
に 2.05億元を上納した。 これは利潤の54.5彩を占めている。農業生産支援に
は0.22億元，社員分配0.15億元，農村福利事業0.43億元，計0.8億元で21.3飴
を占めている44)。泉州市においても郷鎮企業の発展は農村過剰労働力の捌けロ
を解決し，農民経済収入を増加させただけでなく，国家や集団にも貢献してい
る。 1984年度には郷鎮企業が国家に納めた税金は 3,606万元で， 1983年度に比
較して45%増加した。また， 1.18億元の利潤を実現し，これは1983年度に比較
して 30.12彩の増加である45)。第 8表は晋江県郷鎮企業1980-1985年の発展状
44)前掲『福建経済年鑑1986」p.141。
45)陳道源，前掲論文， p.30。
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況を見たものである。この 5年間に郷鎮企業数や企業人数・企業総生産額の著
しい発展ぶりが理解出来る。と同時に，郷鎮企業生産額の郷鎮 3級経済に占め
る割合は 76.36 ;lるに達し，税金の上納は 373万元から 3,560万元に，農民 1人
当たり純収入は107元から525元に上昇していることからも郷鎮企業の意義が窺
える。
調査地の郷鎮企業においても同様である。例えば， 1984年に満堂紅人民公社
は「党政分離」により浮橋鎮となり，浮橋鎮人民政府と浮橋鎮党委員会とに分
離し，浮橋鎮人民政府の下部機関として浮橋企業総公司が成立した。浮橋企業
総公司は郷鎮企業の監督を行ったり，これまでの社隊企業を生産責任制のもと
個人や集団に請負わせ，その請負契約等を結んでいる。これらの郷鎮企業から
鎮政府に上納された請負金17万-.:20万元は，① 「以工補農」により農田水利建
設等に投資される。②鎮の教育事業に投資される。③技術開発等に投資されて
いる。
また，霞州村では郷鎮企業からの収益は道路整備，電気・水道の敷設，幼稚
園，医療姑，軍人家族優待金等の公益事業に利用されている。特に奨学金とし
て智力投資に使われており，本村の子弟で大学に合格すれば，年間 1人当たり
150元，専門学校生に100元，優秀な中学生に80元，優秀な小学生に30元の奨学
金を出している。村営企業が発達し，その収入が増加すればするほど村財政が
豊かになり，村の公共事業や福利等にそれらが利用され，村民経済がより一層
潤うという点に， 村営企業発展の意義がある。村には公辮の霞州小学校があ
り，ここは 4年までしかなく， 5年.6年は新華中心小学校へ通学する。現在
村では公益金・公積金は徴収しておらず，これは既述したごとく工業からの収
入で賄っている。ただ，村幹部や財務・医者等の手当てとして管理費を徴収し
ており，最高の手当ては 200元で，全額で 1万余元である。現在，経済的に豊
かになり，露州村規画図によれば新村を計画しており，写真6のような家屋を
建設している。これらの家屋建設は 1家屋につき 3万~4万元もかけている。
陳塚鎮においては， 1985年~1986年の郷鎮企業からの上納金は 100万元あ
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写真6 霞州村規画図に基づいて建設された住宅群。
り，これらの上納金は郷経済建設や福利等の，①公路建設や水利建設等の基本
建設，R教育事業，③行政費用，④農業の援助に使われている。具体的には①
基本建設として公路建設に30万元，自来水（水道）建設に30余万元 (6万人が自来
水を使用出来るように計画では300万元を予定）， ③教育事業に 18万元，鎮には24の
小学校と 2中学校があり，小学校の生徒数が8,907人，中学校1,300余人で，民
塀教師に対しては30余元の補助を出している。④農業支援8万元，鎮には五保
戸が25戸あり， 1人当たり 1カ月40斤の食糧と生活費30元を補助している。ま
た，第9表は1986年10月から1987年4月までの各村の郷鎮企業からの教育事業
費上納状況である。 1986年~1987年の教育事業費は23万4,874.72元であり，す
でに13万6,492.56元が納入されている。郷鎮企業収入の最も多い洋壊村は教育
• 事業負担においても 5万3,829元と最多である。
郷鎮企業の労働者は全労働者の 80~85彩で，その他に外村人が 1万2,000余
人いる。そして， 1人当たり収入は 1980年は200元， 1985年837元， 1986年
866元と上昇し46), 収入の増加はここでも住宅建設ラッシュを•もたらしている
（写真7参照）。 これに対して晋江県人民政府は資料 1のような「非農業用地を
46)張瑞莞・廠増栄編，前掲書， p.514。
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第9表郷鎮企業の教育事業費上納状況
(1986年10月~1987年4月分）
＼ 村名 上納額 すでに上納合計 不足額』した金額
南下尾 545. 10 545. 10 
悟 壊 3,729.60 3, 491. 40 238.20 
宮 口 3,353.70 758.70 2,595 
桂 林 1, 527. 60 1,428.90 98.70 
坊 脚 8,170.20 8,170.20 
，江 頭 20, 271. 30 20,271. 30 
渓 辺 4,416.60 1,911.30 2,505.30 
岸 兜 15,712.80 13,932.77 1, 780. 03 
坪 頭 5,253.60 1,774.80 3,478.80 
西 坂 1, 221. 96 1, 131. 22 90. 74 
四 境 11,043. 78 11,043. 78 
花庁口 27,063.50 16,223.61 10,839.89 
湖 中 3,120.90 1,368.30 1,752.60 
双 溝 13,392 9,097.20 4,294.80 
赤 西 2,158.20 801. 60 1, 356. 60 
溝 頭 1, 210. 90 727.20 ｀ 483. 70 
蘇 暦 5,636.58 5,636.58 
大 郷 5,056.20 5,056.20 
涵 ロ 4,425.40 3,594.10 831. 30 
•横 坂 21, 600 18,674.10 2,925.90 
栖 壊 1, 298 8,889.30 2,408.70 
洋 壊 53,829 15,789 38,040 
庵 上 1,860. 30 1,860. 30 
海 尾
仙 石 934.20 934.20 
届． 坑 2,505.30 2,075 430.30 
鎮 属 5,538 4,917.30 620. 70 
合計 I234. 87 4. 12 J 136. 492. 56 I 98. 382. 16 
出所）資料の提示に基づく (1987年6月11日作成）。
厳格に統制することに関する通知」を出して，住宅建設等による非農業用地が
むやみに増加する現象を抑えようとしているほどである。
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写真1 陳壊鎮洋壊村の建設ラッシュ。
資料1 晋江県人民政府の非農業用地を厳格に統制することに関する通告
（晋政1987字第004)
「中華人民共和国土地管理法」と「福建省土地管理実施餅法』を貫徹し，確実にするた
め，土地をむやみに占拠し，濫用する邪な風潮を抑え，非農業用地を最低限度まで縮小さ
せるため、特に以下のような通告を行う。
ー．国家は土地の社会主義公有制を実行し，各級人民政府は断固としてこれを実施しな
ければならない。土地を十分に大切｝こし，合理的に土地を利用する方針を必ず貫徹実行
し，どの単位や個人も占拠，売買，賃貸あるいはその他の形式の不法な土地譲渡を制止し
なければならない。
二. 1987年 1月1日の「土地管理法J実施後，すべて許可を経ずして，土地を占領し，
工場を建設し，家屋を建築すれば，自発的に取り除き，土地を元の姿に回復させなければ
ならない。もし実行しなければ強制排除し，同時に罰金を課す。
三．現在よりおよそ耕地において土を取る煉瓦工場やタイル工場は用地の再申請を認め
ない。平原の良田および山地， 水利施設等の地域に砂や土を堀り， 販売するのを認めな
い。土を取って焼煉瓦やその他の建設煉瓦を造るのに土地が確実に必要であって，用地計
画を立派に実施するならば，県土地管理局に報告し，審査を受け，その政府の許可を得な
ければならない。
四．公路両側に農民街や工場を建設することを厳格に統制し， およそ許可を得たもの
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で，まだ建設が未実施のものは県土地管理局により再審査を受け，その政府の許可を得な
ければならない。今後，福州から腹門まで，泉州から石獅鎮までの公路の路肩・側溝の15
メートル以内に，泉州から東石，鉗江，祥芝，永寧，金井公路の路肩・側溝の10メートル
以内は，一律建設を認めない。
五集鎮と農村居民住宅建設は，許可を得て， 1年以上土木工事に着工しなければ，土
地使用証はおのずから失効する。
誤魔化し，分家・変名やその他を労して土地使用証を編し取った者は，以前も現在も言
うまでもなく，交付された土地使用証は無効であり，ともに不法占地として処分を決める。
六．郷村道路建設は必ず計画を統一し， 県土地主管部門に報告して審査を得た後，『実
施餅法』の規定に照らして，権限のある機関の許可を得た後，初めて建設に着手すること
が出来る。
以上通告し，規定通り執行しなければならない。
1987年5月12日
本来，国家投資の少ない農村において，農村を繁栄させるには投資効率のよ
い郷鎮企業を興すことが最も近道であるとするのが，現在の農村での一般的風
潮である。しかしながら，農村工業は国営工業に比較すれば様々な問題を抱え
ている。それを列挙すると，①原料問題， ②技術問題（品質問題）， ③経営問題
（コスト問題）， ④市場問題である。 ところが， 華僑とのつながりを持つ「晋江
モデル」では，華僑を通じてこれらの問題を舟頁決している。すなわち，①原料
は華僑の外貨により外国から品質のよいものを入れることが可能であり，R技
術や⑧経営は華僑の投資に伴う危険負担があり，そのためにかれらの企業家精
神による経営手腕が発揮され， 外国で実施されている労働者教育が持ち込ま
れ，技術の向上が計られている。また，④市場問題も華僑が国外市場とつなが
ることにより解決されている。このように華僑が主体となる郷鎮企業では原料
・技術・経営・市場の全てを華僑が解決し，農村側では単に安価な労働力を提
供しているという面が強い。これでは，台湾や韓国における「加工貿易」と同
ーである。とすれば，外資の導入により郷鎮企業を発展させることは華僑資本
だけでなく，例えば日本の中小企業資本の投資でも可能のように考えられる。
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しかし，合資企業を設立する際，一体誰と合作し， どこに工場を設立するの
か，またその他の取り決めにおいても直接に企業家が交渉する能力があるのか
等の問題がある47)。これらの点を考えると，華僑が故郷に投資するほど簡単に
はいかない。実際，中国の対外開放政策の中で，中国との合弁企業は第10表に
見られるごとくその 1件当たりの金額は少ないものの，件数・金額とも香港が
最も多い。 1985年度の外資導入状況は第11表に見られるごとく香港の投資は件
数・金額ともに他国を大きく引き離している。また，シンガポールは第10表の
投資金額では第 6位であるが，件数では第4位であり，第11表の1985年度の投
資では件数・金額とも第4位となっている。第11表ではフィリビンも件数では
第 6位，金額では 7位にランクされている。ここで重要なことは，香港やシン
ガボール・フィリビンの投資は華僑あるいは華人であるということである。
ということはこの「晋江モデル」は現在ではまだこの僑郷にのみ適用出来るモ'
デルと言わなければならない。もちろん，これらの華僑が資金に余裕が出来，
僑郷を離れて他地域にまで経済活動を拡大すれば，あるいは外国人がもっと自
、 第10表 国別中外合弁企業設立状況 (1984年末累計）
国・地域別 I件数l彩見｀ ，、ムロ 計 I 931 I 100. o I 13.8 I 100.0 
香 港 741 79.6 7.9 57.2 
アメ リ 力 61 6.6 1. 3 9.4 
日 本 57 6.1 1. 2 8. 7 
西ドイツ 5 0.5 1 7.2 
イギリス 8 0.9 0.46 3.3 
シンガ．ボール 15 1. 6 0.43 3.1 
ベルギー 3 0.3 0.4 2.9 
そ の 他 41 4.4 1. 1 8.2 
出所）日中経済協会合作合弁相談所「対外開放地区の投資環
境」 1986年， p.14。1984年度の件数は741件である。
47)日中経済協会合作合弁相談所『日中合弁企業設立のすべて一戦略と実務」 1986年を参
照されたい。
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第1表 1985年度外資導入状況
投~
総投資 I
投資額
順位
投資件数
I 3,073 
比率 投資額
(96) (万米ドル）
100. o 1 633, 321 I 
比率
(96) 
100.00 
香 港 1 2,631 85.62 413,432 65.28 
アメ リ 力 2 100 3.25 115,202 18.19 
日 本 3 127 4. 13 47,068 7.43 
シンガポール 4 62 2.02 7,551 1. 19 
フラ ンス 5 15 0.49 4,992 0. 79 
イ ギリス 6 8 0. 11 4,428 0. 70 
フィリヒ゜ン 7 22 0.31 4,056 0.64 
イ 夕 リ ア 8 5 0.07 2,445 0.39 
西 ドイツ ， 7 0. 10 2,025 0.32 
クエー 卜 10 1 0.01 1,500 0.24 
チュニス 11 1,500 0. 24 
夕 イ 12 10 0. 14 1,456 0.23 
出所） 『中国経済年鑑1986』1986年，p.VI-240より作成。投資件数の中には
補償貿易と国際リースの件数は含まれていない。また，このうち中外
合資経営企業は1,412件， 20.3億米ドルで，中外合作経営は1,611件，
35億米ドルである。
由に投資出来るようになれば，その意味はより一層大きくなるであろう。しか
し，現状においても村財政が潤い，社会福利等の発展にとってプラスになって
いるということは否定出来ず，大きな意味をもっていると言える。
また，これらの郷鎮企業では品質がよいということで国内市場でも売れ行き
がよく，この地域で生産される製品は「洋貨」として48), 全国からバイヤーが
やって来る。特に，第 2図の晋江県石獅鎮では商業の発展が著しく，毎日の外
来人口は 3万人以上で，定期バス550班，石獅鎮から深訓行き定期バスは 21班
を数える。そして，全鎮には44の旅館があり， 1985年10月と11月に宿泊の登録
をした旅客は14.3万人である。全鎮の商業経営額は 1億 5,000万元で，その中
48)この地域で生産される製品は他地域において香港や他の外国製品として売られてい
る。
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でも服装の販売額が特に多く， 8,250 万元にもなる49)。•このような点を踏まえ
てか，『文匪報」記者の沈吉慶は「晋江モデル」の特徴として， 次のような 5
点を上げる50)。すなわち，①資金が個人企業よりも豊であり，発展の効果も明
かに見てとれる。③専業化生産への移行に有利であり，生産と販売の一体化の
実現に有利である。③製品の品質管理と安全管理の強化に有利である。④機械
化・自動化生産への転化に有利である。⑥健全財務制度に有利であり，国家税
収を完成するのに便利である。これらの具体的内容はこの記事から窺えない
が，既述したごとく企業経営活動の中に華僑を存在させると，これらの点が理
解出来るであろう。
ただ，華僑資本と結びつくこれらの郷鎮企業は国際経済と結びつき，その景
気変動の波を直接的に受けている。この場合はどう対処するのか鎮や村の幹部
に質問したところ，これらの郷鎮企業では，①工員が臨時的性格であり，不況
になれば容易に解雇することが出来き，③給料を自由に変化させ調節すること
が出来るので問題はないと言う。また，国内市場を対象としている郷鎮企業で、
は，上記の調節作用だけでなく，③市場の要求に応じた商品生産に切り換え，
④技術者を雇ったり，人を派遣して技術を学ばせるという方法があると言う。
また，郷村幹部が熱心に企業を誘致し，郷鎮企業を経営しようとする背景に，
次のような 2つの重要な要因が見られる。すなわち，①企業を経営することに
よって村幹部の手当てのエ面がつく。②国家の各投資項目はみな県自身が所有
する資金で賄われ，国家から県へ金が下りてこず，企業を興してようやく問題
を解決している。この他に企業を経営することにおいて幹部の得点が多く，利
益が計られるだけでなく，幹部と関係のある家族や親戚を簡単に企業に世話す
ることが出来る51)。このような郷鎮企業に対する郷村幹部の対応には疑問が残
49)陳道源，前掲論文， p.29。
50)沈吉鹿，前掲「“晋江模式”引起海内外関注」 p.98。
51)辛秋水・施正宗・童車五・朱造江「這些農戸為何長期不能脱貧」『社会」 1987年第3
期， p.23。
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るが，今後郷鎮企業がどのように展開していくのか，中国農村経済の展開と絡
めて興味が尽きない。
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